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岐阜県地域防災計画（原子力災害対策計画）新旧対照表 

新 旧 修正理由 

第１章 総則 

第１節 計画の目的 

    略 

第１章 総則 

第１節 計画の目的 

     略 

 

第２節 計画の性格 

    略 

第２節 計画の性格 

    略 

 

第３節 計画の周知徹底 

    略 

第３節 計画の周知徹底 

    略 

 

第４節 計画の策定又は修正に際し遵守すべき指針 

  この計画の修正に際しては、国が定める「原子力災害対策指針」（平成 24年 10月 

31日策定。令和 4年 7月 6日最終改正。以下「指針」という。）を遵守するものとす

る。 

第４節 計画の策定又は修正に際し遵守すべき指針 

  この計画の修正に際しては、国が定める「原子力災害対策指針」（平成 24年 10月 

31日策定。令和 3年 7月 21日最終改正。以下「指針」という。）を遵守するものと

する。 

 

 

原子力災害対策指針

の改正に伴う修正 

 第５節 計画の基礎とするべき災害の想定 

     略 

 第５節 計画の基礎とするべき災害の想定 

     略 

 

第６節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 

    略 

 １ 県 

 （１）岐阜県防災会議に関する事務（危機管理部） 

（２）原子力防災に関する広報、教育及び訓練（危機管理部） 

（３）通信連絡設備の整備（危機管理部） 

（４）モニタリング設備、機器の整備（環境生活部） 

（５）防護資機材（医療活動用資機材を含む）の整備（危機管理部、健康福祉部） 

（６）防護対策資料の整備（危機管理部） 

（７）災害対策本部等の設置、運営（危機管理部） 

（８）災害状況の把握及び通報連絡（危機管理部） 

（９）緊急時モニタリング（環境生活部） 

（10）住民の避難（広域調整）及び立入制限（危機管理部） 

（11）飲食物の摂取制限（危機管理部、環境生活部、健康福祉部、農政部、林政部） 

（12）避難者等に対する避難退域時検査、安定ヨウ素剤の配布等の原子力災害医療 

活動（健康福祉部） 

（13）緊急輸送、必需物資の調達（危機管理部、環境生活部、健康福祉部、商工労働

部、農政部、林政部、都市建築部） 

（14）放射性物質による汚染の除去（危機管理部、健康福祉部） 

（15）市町村が処置する事務及び事業の指導、指示、あっせん等（危機管理部） 

（16）原災法及び関係法令等に基づく必要な処置（危機管理部） 

２から４ 略 

５ 指定公共機関 

（１）西日本電信電話株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社、楽天モバ

イル株式会社 

（２）から（８） 略 

第６節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 

    略 

 １ 県 

 （１）岐阜県防災会議に関する事務        

（２）原子力防災に関する広報、教育及び訓練        

（３）通信連絡設備の整備        

（４）モニタリング設備、機器の整備        

（５）防護資機材（医療活動用資機材を含む）の整備               

（６）防護対策資料の整備        

（７）災害対策本部等の設置、運営        

（８）災害状況の把握及び通報連絡        

（９）緊急時モニタリング        

（10）住民の避難（広域調整）及び立入制限        

（11）飲食物の摂取制限                                       

（12）避難者等に対する避難退域時検査、安定ヨウ素剤の配布等の原子力災害医療 

活動        

（13）緊急輸送、必需物資の調達                        

                          

（14）放射性物質による汚染の除去              

（15）市町村が処置する事務及び事業の指導、指示、あっせん等        

（16）原災法及び関係法令等に基づく必要な処置        

２から４ 略 

５ 指定公共機関 

（１）西日本電信電話株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社       

          

（２）から（８） 略 

 

 

 

担当部局の明確化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定公共機関の追加

に伴う修正 

資料２－５ 



- 2 - 
 

新 旧 修正理由 

６から７ 略 ６から７ 略 

第２章 原子力災害事前対策 

    略 

第２章 原子力災害事前対策 

    略 

 

 第１節 原子力事業者の防災業務計画の協議等 

     略 

 第１節 原子力事業者の防災業務計画の協議等 

     略 

 

第２節 報告の徴収、立ち入り検査 

    略 

第２節 報告の徴収、立ち入り検査 

    略 

 

第３節 原子力防災専門官及び上席放射線防災専門官との連携 

    略 

第３節 原子力防災専門官及び上席放射線防災専門官との連携 

    略 

 

第４節 情報の収集、連絡体制等の整備 

    略 

第４節 情報の収集、連絡体制等の整備 

    略 

 

第５節 通信手段の確保 

    略 

第５節 通信手段の確保 

    略 

 

第６節 組織体制等の整備 

    略 

第６節 組織体制等の整備 

    略 

 

第７節 長期化に備えた動員体制の整備 

    略 

第７節 長期化に備えた動員体制の整備 

    略 

 

第８節 広域防災体制の整備 

    略 

第８節 広域防災体制の整備 

    略 

 

第９節 緊急時モニタリング体制の整備 

    略 

第９節 緊急時モニタリング体制の整備 

    略 

 

第１０節 屋内退避、避難等活動体制の整備 

     略 

第１０節 屋内退避、避難等活動体制の整備 

     略 

 

 第１１節 学校、医療機関等における対応 

      略 

 第１１節 学校、医療機関等における対応 

      略 

 

第１２節 原子力災害医療活動体制の整備 

     略 

 １から３ 略 

 ４ 安定ヨウ素剤の配布及び服用体制の整備 

  県は、市町村及び医療機関等と連携し、緊急時に住民等が避難等を行う際に安定 

ヨウ素剤を配布できるよう、配布場所、配布のための手続き、配布及び服用に関与す 

る医師、薬剤師の手配等についてあらかじめ定める。 

安定ヨウ素剤の備蓄場所は、シミュレーション結果＊を踏まえ、西濃及び岐阜圏域 

の保健所並びに防災交流センターとする。 

＊ 放射性ヨウ素による内部被ばくの影響が大きいケースでも、ＩＡＥＡの基準（甲状腺等価線量が週５０ミリシ

ーベルト）の半分の値以上となる可能性がある地域は西濃及び岐阜圏域の一部である 

県は、市町村と連携し、住民等に対して安定ヨウ素剤を配布する際に、服用の効 

果、服用対象者、禁忌等について説明するための、説明書等をあらかじめ準備する 

とともに、安定ヨウ素剤の服用に伴う副作用の発生に備え、あらかじめ医療機関等 

に対し、副作用の対応等について協力を依頼するなど、安定ヨウ素剤の服用体制の 

整備に努めるものとする。 

第１２節 原子力災害医療活動体制の整備 

      略 

  １から３ 略 

 ４ 安定ヨウ素剤の配布及び服用体制の整備 

  県は、市町村及び医療機関等と連携し、緊急時に住民等が避難等を行う際に安定 

ヨウ素剤を配布できるよう、配布場所、配布のための手続き、配布及び服用に関与す 

る医師、薬剤師の手配等についてあらかじめ定める。 

安定ヨウ素剤の備蓄場所は、シミュレーション結果＊を踏まえ、西濃及び岐阜圏域 

の保健所           とする。 

＊ 放射性ヨウ素による内部被ばくの影響が大きいケースでも、ＩＡＥＡの基準（甲状腺等価線量が週５０ミリシ

ーベルト）の半分の値以上となる可能性がある地域は西濃及び岐阜圏域の一部である 

県は、市町村と連携し、住民等に対して安定ヨウ素剤を配布する際に、服用の効 

果、服用対象者、禁忌等について説明するための、説明書等をあらかじめ準備する 

とともに、安定ヨウ素剤の服用に伴う副作用の発生に備え、あらかじめ医療機関等 

に対し、副作用の対応等について協力を依頼するなど、安定ヨウ素剤の服用体制の 

整備に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

備蓄場所の追加に伴

う修正 
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新 旧 修正理由 

 第１３節 飲食物の摂取制限等に関する体制の整備 

      略 

 第１３節 飲食物の摂取制限等に関する体制の整備 

      略 

 

第１４節 緊急輸送活動体制の整備 

      略 

第１４節 緊急輸送活動体制の整備 

      略 

 

第１５節 防災業務関係者の安全確保に必要な資機材等の整備 

県、県警察及び市町村は、国と協力し、避難区域内及びその近傍でモニタリング、

交通規制等の被ばくの可能性がある環境下で活動する防災業務関係者の安全確保を図

るための資機材の整備に努める。 

また、県、県警察及び市町村は、被ばくの可能性がある環境下で活動する防災業務

関係者の安全確保のため、平常時から、国及び原子力事業者と相互に密接な情報交換

を行うものとする。 

第１５節 防災業務関係者の安全確保に必要な資機材等の整備 

県、県警察及び市町村は、国と協力し、避難区域内及びその近傍でモニタリング、

交通規制等の応急対策を行う防災業務関係者の安全確保を図るための資機材の整備に

努める。 

また、県、県警察及び市町村は、応急対策を行う防災業務関係者の安全確保のた

め、平常時から、国及び原子力事業者と相互に密接な情報交換を行うものとする。 

 

 

防災基本計画の改正

に伴う修正 

第１６節 住民等への情報提供体制の整備 

     略 

第１６節 住民等への情報提供体制の整備 

     略 

 

第１７節 行政機関、学校等における業務継続計画の策定 

     略 

第１７節 行政機関、学校等における業務継続計画の策定 

     略 

 

第１８節 原子力防災に関する住民等に対する知識の普及啓発 

     略 

第１８節 原子力防災に関する住民等に対する知識の普及啓発 

     略 

 

第１９節 防災訓練の実施 

     略 

第１９節 防災訓練の実施 

     略 

 

第２０節 防災業務関係者の人材育成 

     略 

第２０節 防災業務関係者の人材育成 

     略 

 

第２１節 近県事業所に係る原子力災害事前対策 

     略 

第２１節 近県事業所に係る原子力災害事前対策 

     略 

 

 第２２節 県内における核燃料物質等の運搬中の事故に対する防災体制の整備 

      略 

 第２２節 県内における核燃料物質等の運搬中の事故に対する防災体制の整備 

      略 

 

第３章 緊急事態応急対策 

    略 

第３章 緊急事態応急対策 

    略 

 

 第１節 通報連絡、情報収集活動 

     略 

 第１節 通報連絡、情報収集活動 

     略 
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新 旧 修正理由 

 第２節 活動体制の確立 

     略 

  １ 県の活動体制 

  （１）から（３） 略 

  （４）原子力災害警戒本部体制 

     略 

    ア 略 

    イ 緊急対策チームの事務分掌等 

      略 

      ①から③ 略 
④医療救

護 チ ー

ム 

 

リーダー 

 健康福祉

部長 

副リーダー 

 健康福祉

部次長 

原子力災害医療活動体制の確立及び医療機関と

の調整に関すること 

・避難退域時検査の準備に関すること 

・安定ヨウ素剤の配布準備に関すること 

・健康相談の問い合わせに関すること 

・医療救護班の派遣に関すること 

・「原子力災害医療に係る医療チーム」の派遣（支

援要請と受入）に関すること 

医療整備班 

保健医療班 

生活衛生班 

薬務水道班 

その他健康 

福祉部各班 

    

    ウ 略 

  （５）災害対策本部体制 

     略 

    ア 略 

    イ 緊急対策チームの事務分掌等 

      略 

      ①から⑧ 略 
⑨医療救

護 チ ー

ム 

 

リーダー 

 健康福祉

部長 

副リーダー 

 健康福祉

部次長 

原子力災害医療活動体制の確立及び医療機関

との調整に関すること 

・避難退域時検査に関すること 

・安定ヨウ素剤に関すること 

・健康相談の問い合わせに関すること 

・医療救護班の派遣に関すること 

・「原子力災害医療に係る医療チーム」の派遣

（支援要請と受入）に関すること 

・保健師の派遣に関すること 

・避難所等の衛生に関すること（感染症・食中

毒対策等） 

医療整備班 

保健医療班 

生活衛生班 

薬務水道班 

その他健康 

福祉部各班 

    

      ⑩から⑭ 略 

    ウ 略 

  ２から６ 略 

 第２節 活動体制の確立 

     略 

１ 県の活動体制 

  （１）から（３） 略 

  （４）原子力災害警戒本部体制 

     略 

    ア 略 

    イ 緊急対策チームの事務分掌等 

      略 

      ①から③ 略 
④医療救

護 チ ー

ム 

 

リーダー 

 健康福祉

部長 

副リーダー 

 健康福祉

部次長 

原子力災害医療活動体制の確立及び医療機関と

の調整に関すること 

・避難退域時検査の準備に関すること 

・安定ヨウ素剤の配布準備に関すること 

・健康相談の問い合わせに関すること 

・医療救護班の派遣に関すること 

・「原子力災害医療に係る医療チーム」の派遣（支

援要請と受入）に関すること 

医療整備班 

保健医療班 

生活衛生班 

薬務水道班 

その他健康 

福祉部各班 

防災班 

    ウ 略 

  （５）災害対策本部体制 

     略 

    ア 略 

    イ 緊急対策チームの事務分掌等 

      略 

      ①から⑧ 略 
⑨医療救

護 チ ー

ム 

 

リーダー 

 健康福祉

部長 

副リーダー 

 健康福祉

部次長 

原子力災害医療活動体制の確立及び医療機関

との調整に関すること 

・避難退域時検査に関すること 

・安定ヨウ素剤に関すること 

・健康相談の問い合わせに関すること 

・医療救護班の派遣に関すること 

・「原子力災害医療に係る医療チーム」の派遣

（支援要請と受入）に関すること 

・保健師の派遣に関すること 

・避難所等の衛生に関すること（感染症・食中

毒対策等） 

医療整備班 

保健医療班 

生活衛生班 

薬務水道班 

その他健康 

福祉部各班 

防災班 

      ⑩から⑭ 略 

    ウ 略 

  ２から６ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成班の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成班の修正 
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新 旧 修正理由 

 第３節 防災業務関係者の安全確保 

     略 

  １から２ 略 

  ３ 防災業務関係者の被ばく管理 

  （１）防災業務関係者の防護指標 

     県、県警察、被災市町村は、防災業務関係者の被ばく管理について、    

                              従前の原子 

力防災指針（原子力安全委員会 平成 22年 8月最終改定）に基づき、次のとお 

り行うものとする。 

    ア及びイ 略 

  （２）各機関の被ばく管理 

     県、県警察、被災市町村は、被ばく管理を担う要員を置くとともに、被ばく

管理を行う場所を設定して必要により除染等を行うものとする。 

また、県は、指定公共機関等に被ばくの可能性がある環境下での活動を要請 

した場合は、当該機関等が実施する被ばく線量の管理や健康管理を支援するも 

のとする。 

  （３） 略 

 第３節 防災業務関係者の安全確保 

     略 

  １から２ 略 

  ３ 防災業務関係者の被ばく管理 

  （１）防災業務関係者の防護指標 

     県、県警察、被災市町村は、防災業務関係者の被ばく管理について、防災業

務従事者の被ばく線量上限値が指針に明示されるまでの間、当面は従前の原子

力防災指針（原子力安全委員会 平成 22年 8月最終改定）に基づき、次のとお

り行うものとする。 

    ア及びイ 略 

  （２）各機関の被ばく管理 

     県、県警察、被災市町村は、被ばく管理を担う要員を置くとともに、被ばく

管理を行う場所を設定して必要により除染等を行うものとする。 

（新規） 

 

 

（３） 略 

 

 

 

 

 

防災基本計画の改正

に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の改正

に伴う修正 

 第４節 緊急時モニタリング活動 

     略 

  １から４ 略 

  ５ 緊急時における住民等の被ばく線量の把握 

    略 

 第４節 緊急時モニタリング活動 

     略 

  １から４ 略 

  ５ 緊急時における公衆の被ばく線量の把握 

    略 

 

 

 

防災基本計画の改正

に伴う修正 

 第５節 屋内退避、避難等の防護活動 

     略 

  １から２ 略 

  ３ 避難所 

  （１） 略 

（２）避難等に係る判断、指示 

     略 

 第５節 屋内退避、避難等の防護活動 

     略 

  １から２ 略 

  ３ 避難所 

  （１） 略 

  （２）避難等に係る判断、指示 

     略 
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新 旧 修正理由 

 

（３） 略 

 

 

（３） 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の改正

に伴う修正 

 

文言等の修正 

 第６節 要配慮者への配慮 

     略 

 第６節 要配慮者への配慮 

     略 

 

 第７節 原子力災害医療活動 

     略 

 

  １ 組織等 

  （１） 略 

  （２）医療救護チームの業務 

     略 

     １）から３） 略 

     ４）安定ヨウ素剤配布・服用に関すること 

     ５） 略 

（３）医療従事者の派遣要請等 

県は、避難退域時検査、安定ヨウ素剤の配布・服用等の実施のため、原子力災

害拠点病院等に対し、医師、看護師、薬剤師、放射線技師等の人員の派遣及び医

療機器等の提供を要請する。 

 

  ２ 安定ヨウ素剤の服用指示等 

    略 

  （１）略 

  （２）安定ヨウ素剤の配布・服用指示 

    県は、国の原子力災害対策本部から、安定ヨウ素剤の配布・服用の指示が出さ

れた場合には、医療従事者の立会いのもと、住民に対し、安定ヨウ素剤を配布

し、その服用を指示＊する。 
＊安定ヨウ素剤の服用の対象年齢、事前配布の要否、医療従事者立会いの考え方等については、「安定ヨウ素剤の配 

布・服用に当たって」（原子力規制庁 令和 3年 7月 21日一部改正）に基づくものとする。 

 第７節 原子力災害医療活動 

     略 

 

  １ 組織等 

  （１） 略 

  （２）医療救護チームの業務 

     略 

     １）から３） 略 

     ４）安定ヨウ素剤配布、服用に関すること 

     ５） 略 

（３）医療従事者の派遣要請等 

県は、避難退域時検査、安定ヨウ素剤の配布、服用等の実施のため、原子力災

害拠点病院等に対し、医師、看護師、薬剤師、放射線技師等の人員の派遣及び医

療機器等の提供を要請する。 

 

  ２ 安定ヨウ素剤の服用指示等 

    略 

  （１）略 

  （２）安定ヨウ素剤の配布、服用指示 

    県は、国の原子力災害対策本部から、安定ヨウ素剤の配布、服用の指示が出さ

れた場合には、医療従事者の立会いのもと、住民に対し、安定ヨウ素剤を配布

し、その服用を指示＊する。 
＊安定ヨウ素剤の服用の対象年齢、事前配布の要否、医療従事者立会いの考え方等については、「安定ヨウ素剤の配 

布・服用に当たって」（原子力規制庁 令和 3年 7月 21日一部改正）に基づくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言等の修正 

 

 

文言等の修正 

 

 

 

 

 

 

文言等の修正 
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新 旧 修正理由 
＊今後、国が、安定ヨウ素剤投与の判断基準、具体的な配布手順等を指針等に明示した段階で所要の見直しを 

行う。 

 

  ３ 略 

＊今後、国が、安定ヨウ素剤投与の判断基準、具体的な配布手順等を指針等に明示した段階で所要の見直しを 

行う。 

 

  ３ 略 

 第８節 飲食物の摂取制限及び出荷制限並びに飲食物の供給・分配 

     略 

 第８節 飲食物の摂取制限及び出荷制限並びに飲食物の供給・分配 

     略 

 

 第９節 緊急輸送活動 

     略 

 第９節 緊急輸送活動 

     略 

 

 第１０節 県民等への的確な情報提供活動 

      略 

 第１０節 県民等への的確な情報提供活動 

      略 

 

 第１１節 犯罪の予防等社会秩序の維持 

      略 

 第１１節 犯罪の予防等社会秩序の維持 

      略 

 

 第１２節 文教対策 

      略 

 第１２節 文教対策 

      略 

 

 第１３節 近県事業所に係る緊急事態応急対策 

      略 

 第１３節 近県事業所に係る緊急事態応急対策 

      略 

 

 第１４節 県内における核燃料物質等の運搬中の事故に対する応急対策 

      略 

 第１４節 県内における核燃料物質等の運搬中の事故に対する応急対策 

      略 

 

第４章 原子力災害中長期対策 

    略 

第４章 原子力災害中長期対策 

    略 

 

第５章 複合災害対策 

    略 

第５章 複合災害対策 

    略 

 

   

 


